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震災震災震災震災のののの混乱混乱混乱混乱のののの陰陰陰陰でででで、、、、平成平成平成平成のののの治安維持法治安維持法治安維持法治安維持法「「「「人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法」」」」がががが成立成立成立成立しようとしていますしようとしていますしようとしていますしようとしています。。。。    

    

人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法人権侵害救済法ってってってって何何何何？？？？ 

 現在民主党の「人権侵害救済法 PT（プロジェクトチーム）」が今国会での成立を目指して進めている法案

です（6月に法案の中間報告を発表）。元は「人権擁護法」と言いました。 

 

何何何何のためにのためにのためにのために作作作作るのるのるのるの？？？？ 

 国民による人権侵害や差別を監視するために 3条委員会（人権委員会）という組織を作り、国民の言動を取

り締まるのがその目的です。 

 

3333 条委員会条委員会条委員会条委員会てててて何何何何？？？？ 

 ３条委員会とは、政府からの独立性を保つ機関として、国家行政組織法３条（内閣府設置法４９条）に規定

される委員会のことです。 

 民主党案も旧政府案（自民、公明）も、人権委員会をいわゆる３条委員会として立案し、委員の任命は国会

同意人事としています。 

 

どうしてどうしてどうしてどうして 3333 条委員会条委員会条委員会条委員会にこだわるのにこだわるのにこだわるのにこだわるの？？？？ 

 PT では「どんな妥協をしてでも、3条委員会をつくってしまう」という事を確認しています。3条委員会を

設置することが PTの目的です。 

 3条委員会は、政府（法務省）の管轄下になりますが、裁判所とも警察とも無関係の組織です。 

 つまり、我が国に「人権と差別」に関しては、裁判所、警察などから独立した、新たな裁判権や制裁権を持

つ組織が出来上がることになります。 

 中間報告では、制裁権限などは、「導入後の運用状況により、必要性を見極める」としていますが、制裁権

を放棄はしていません。 

 

☆具体的な問題点 

問題点問題点問題点問題点 1111    人権侵害人権侵害人権侵害人権侵害のののの定義定義定義定義がががが曖昧曖昧曖昧曖昧ですですですです 

 人権侵害の定義が曖昧なため、拡大解釈され恣意的に運用される危険性があります。 

 この法案の第二条で、「人権侵害とは、不当な差別、虐待その他人権の侵害をいう」と定義されていますが、

どのような行為が不当な差別に当たるのか、具体的な記載がありません。つまり、人権委員会の胸先三寸とい

う事です。これまでただの一度も、肝心の差別とは何かということは論議されていません。 

 

問題点問題点問題点問題点 2222    逆差別逆差別逆差別逆差別ですですですです 

 人権委員会の委員には、特定の傾向を持った人が優先的に選ばれます。 

 法案の第十一条第２項において、委員の要件として、「委員長及び委員の任命に当たっては、委員のうちに

人権の擁護を目的とする団体若しくは人権の擁護を支持する団体の構成員、または人権侵害による被害を受け

たことのあるものが含まれるよう努めなければならない」と定められています。これは特定傾向の人たちを積

極的に委員にするという事です。 

 そしてこの問題の核心は次の問題点 3にあります。 

    

問題点問題点問題点問題点 3333    近代法近代法近代法近代法のルールをのルールをのルールをのルールを破破破破るるるる、、、、復讐復讐復讐復讐とリンチのとリンチのとリンチのとリンチの法法法法ですですですです 

 この問題の核心は、被害者及び、被害者の賛同者が被告を裁くという前近代的な発想にあります。 

 問題点 2で引用したように、「委員長及び委員の任命に当たっては、委員のうちに人権の擁護を目的とする

団体若しくは人権の擁護を支持する団体の構成員、または人権侵害による被害を受けたことのあるものが含ま

れるよう努めなければならない」（法案の第十一条第２項、委員の要件）と定められています。 
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 これは、人権侵害の被害者の立場の者が優先的に選ばれるという事です。 

 近代法は、復讐を禁じています。その為の第三者として裁判所があります。被害を受けたと称するものは、

そこに訴え出て公平な裁きを要求するのが当たり前です。 

 しかしこの法案では、被害を受けたと称する人々とその人々を日頃支援している人々が、「加害者」だと認

定した者の抗弁を聞き、さらには裁くという、近代民主主義国家では考えられない非常識な発想を元にしてい

ます。 

 

問題点問題点問題点問題点 4444    日本人日本人日本人日本人がががが日本日本日本日本でででで外国人外国人外国人外国人にににに裁裁裁裁かれるかれるかれるかれる。。。。 

 人権委員に、国籍条項がありません。 

 中間報告でも、「地方参政権を有する者に限定する」となっています（「日本国籍を有する者に限定する」

ではない）。 

「民生委員も同様に国籍条項がない」と中間報告は指摘していますが、民生委員とは「社会奉仕の精神を持っ

て、常に住民の立場になって相談に応じ、社会福祉の増進に努めることを任務として、市町村の区域に配置さ

れている民間の奉仕者」です（民生委員法 昭和 23年法律第 198号）。裁判権も、制裁権もありません。ま

ったく性格の違うものです。 

 裁判権や制裁権を有する立場の者が、日本国籍を持たないという設定はおかしいです。 

    

問題点問題点問題点問題点 5555    マスメディアをマスメディアをマスメディアをマスメディアを外外外外すのはすのはすのはすのは、、、、国民国民国民国民にににに対対対対するするするする差別差別差別差別ですですですです。。。。 

 中間報告では、マスメディアに対する規制は設けないとしています。 

「報道機関等による人権侵害については、特段の規定を設けないこととし・・・」 

 抵抗の多いマスメディアを懐柔する為に、対象から外しましたが、これはおかしな事です。 

 もっとも発言に気をつけなければいけない立場の者は、もっとも大きな権力を持つ者であるべきです。 

 しかし、この法案はもっとも弱者である国民個人を狙い撃ちにしています。 

 また、もし、国民個人の行為や言動が社会正義に反するなら、その規制はすべての人々に適用されるべきで、

そうでなければ法の元の平等に反します。 

 

 同報告では、「報道機関による自主的な取組による改善に期待すべき」としています。 

 メディアは、自主的に取り組めても、国民個人にはその能力が無いということでしょうか？あきらかな差別

と国民蔑視の思想です。 

 これは、彼らが、真に正義を行なっているのではないと言う自覚がある査証です。 

 この法案の目的は、不当な人権侵害にあえぐ人を助ける為にあるのでは無いと、この一事をもってしても断

言出来ます。 

 

問題点問題点問題点問題点 6666    何何何何もしていなくてももしていなくてももしていなくてももしていなくても処罰処罰処罰処罰のののの対象対象対象対象になりますになりますになりますになります。。。。 

 驚くべきことに、これも事実です。 

「人権侵害や放置すれば不当な差別的取り扱いを助長し、又は誘発する恐れがある場合には（第四十六条）出

頭を求め、質問をすること、人権侵害等に関係する文書、物件の提出を求め、とどめ置くこと、人権侵害の場

所に立入り、検査し、関係者に質問すること（第四十七条）」 

となっています。 

 先に書いたように中間報告では、処罰については「導入後の運用状況により、必要性を見極める」としてい

ますが、処罰権限を放棄していません。 

また、この異様な条文にある「恐れがある」という考え方についても、再考されていません。 

～～～～～～～～～～ 

この法案の国会提出まで、あまり時間がありません。一人でも多くの人にこの問題点を伝えてください。 

そして、できることから行動に移してみてください。 

（このお知らせは、特定の政党・宗教とは関係のない個人が作成しています。） 


